The Reconstruction Tax Schemes and Fiscal Sustainability of Japanese Economy by 菅原 晴之 & Sugawara Haruyuki
１．はじめに
2011年３月11日に発生した東日本大震災によっ
て、死者および行方不明者が２万人超に及んだ。
経済的損害に限って観測しても、東北三県だけ
でも失業者数が15万人増加したと考えられ、推
定民間資本ストック被害額は５兆5,920億円に
達する。現政権は2011年度予算を策定するに当
たって、子ども手当をはじめとする社会保障費
を増額しつつ、公共事業費を大幅に削減した。
しかし、被災地域の復興のため、第１～３次補
正予算が閣議決定された。第３次補正予算規模
については12.1兆円であり、うち復興費が9.2
兆円である。第1次補正予算額４兆円および第2
次補正予算額２兆円とあわせて、復興費だけで
15兆円に及ぶ。政権与党は、復興費計上と併せ
て、子ども手当の一部を減額したものの、基本
的な枠組を温存したので、大幅な増税を余儀な
くされた。復興に必要な財源は、集中復興期間
の５年間に発行し、2022年度までに復興特別増
税によって、完済する見通しとなっている。増
税で不足する分については、政府保有のJT株
式を売却することによる収入等を見込んでいる。
震災からの復旧事業に関しては、原状回復の
事業ではなく、新たに造成する地区に町ごと移
転するなどの計画を策定する必要がある。東北
３県において、被害を受けた社会インフラだけ
でも８兆3,870億円にもおよび、しかもこの推
計被害額には福島第一原子力発電所がもたらし
た被害については含まれていない。この地域の
避難住民の生活復帰のためのインフラ整備およ
び当面の生活補償費だけでも数兆円を必要とす
るはずである。また、復興予算にはこれら被災
地域住民の二重ローン問題を政府が肩代わりす
べきとの要求もあり、仮に政府が二重ローンの
一部またはすべてを負担することが決定すれば、
さらに相当規模の予算を計上する必要がある。
このように、復興予算については、不確定要素
も少なくないが、第３次補正予算の復興金額を
前提にどのような財源の組み合わせが今後の日
本経済にとって望ましいかをシミュレーション
モデルによって比較したい。原案では、復興特
別所得税、復興特別法人税、復興特別たばこ税
による増税が提示されているが、今後10年間の
日本経済に対する波及効果について、特別法人
税の削除、消費税の引き上げ、特別たばこ税の
積み増しによる増税案という代替政策と比較し
たい。
一般的に簡単な構造モデル分析では、政府の
歳出は義務的な支出と公共事業のように裁量的
な支出に分けた外生変数として扱う。また、歳
入については、所得税は国内総生産または可処
分所得の増加関数であり、消費税は民間消費支
出と消費税率の増加関数として推計される。
本稿では、財政構造改革が日本経済に及ぼす
影響を推計するため、財政支出の各項目別に景
気動向その他の変数に応じて政府が他律的に予
算規模を増減させるケース、必要に応じて自律
的裁量的に予算を策定できるケース、義務的経
費として歳入状況によって変更することが困難
なケースとに分けてモデル分析を行う。
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本稿の目的は、日本経済財政中期計量モデル
を利用して、日本財政の構造的な問題を抽出す
ることにある。モデルは内生変数107、外生変
数62の中規模タイプである。内生変数は以下の
一覧表の通りである。
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番号 カテゴリー 変数名 日本語名 単位
1169 0 TAX_OTHERS その他租税 100万円
1168 0 TAX_CONS 消費税 100万円
1167 0 TAX_LP 地価税 100万円
1166 0 TAX_C 法人税 100万円
1165 0 TAX_P 所得税 100万円
1163 0 TAX_REV 租税収入 100万円
1160 0 GOVBUDGETR 政府歳入 10億円
1152 0 ANEPFD 決算 主要事項名 食糧管理 10億円
1150 0 ANEPME 決算 主要事項名 中小企業対策 10億円
1148 0 ANEPPW 決算 主要事項名 公共事業 10億円
1147 0 ANEPDF 決算 主要事項名 防衛 10億円
1143 0 ANEPED 決算 主要事項名 文教及び科学振興 10億円
1142 0 ANEPSS 決算 主要事項名 社会保障関係 10億円
1187 10 DUM_TBC たばこ税増税特別ダミー 100万円
960 11 INTN 全銀 貸出約定平均金利（含む当座貸越）%
1178 11 ANEPGAP 決算 主要事項名 開差 10億円
1173 11 TAX_P2 所得税 申告 100万円
1172 11 TAX_P1 所得税 源泉徴収 100万円
1140 11 M2CD_STK_F マネーストック：平残 10億円
1179 11 ANEPEXSUM 決算 主要事項名 合計 10億円
627 4 PMC 財貨・サービスの輸入デフレーター 2000年=100
641 4 KJG 公的企業資本ストック 2000年10億円
639 4 KH 民間住宅資本ストック 2000年10億円
638 4 KJP 民間企業在庫ストック 2000年10億円
637 4 PD D.N/DX*100
634 4 DH 実質民間住宅資本減耗 2000年10億円
633 4 DP 実質民間企業設備資本減耗 2000年10億円
632 4 W １人当たり雇用者所得 1000円／人
629 4 P 国民総所得デフレータ 2000年＝100
628 4 PMO 海外への要素所得デフレーター 2000年＝100
626 4 PEXO 海外からの要素所得デフレーター 2000年＝100
625 4 PEXC 財貨・サービスの輸出デフレーター 2000年＝100
623 4 PJP 民間企業在庫フレーター 2000年＝100
622 4 PIG 公的固定資本形成デフレーター 2000年＝100
621 4 PI 民間企業設備投資デフレーター 2000年＝100
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620 4 PH 民間住宅投資デフレーター 2000年＝100
1105 4 KP 民間設備資本ストック 2000年10億円
1106 4 GDPP 潜在GDP 2000年10億円
1107 4 PMOIL 原油輸入ﾃﾞﾌﾚｰタ 2000年＝100
1108 4 MOIL 実質原油輸入額 2000年10億円
1109 4 MCOT その他の財貨・サービスの輸入 2000年10億円
1110 4 PMCOT その他の財貨・サービスの輸入ﾃﾞﾌﾚｰﾀ 2000年＝100
619 4 PCG 政府最終消費支出デフレーター 2000年＝100
617 4 PC 民間最終消費支出デフレーター 2000年＝100
616 4 PDG 国内総生産デフレーター 2000年＝100
615 4 PM 輸入等デフレーター
614 4 PEX 輸出等デフレーター 2000年＝100
613 4 M 実質輸入と海外への所得 2000年連鎖10億円
612 4 EX 実質輸出と海外からの所得 2000年連鎖10億円
611 4 M.N 輸入と海外への所得 10億円
610 4 EX.N 輸出と海外からの所得 10億円
1122 4 MOIL.N 名目原油輸入額 10億円
1123 4 MCOT.N その他の財貨・サービスの輸入 10億円
603 4 A 在庫品評価調整額合計 10億円
1126 4 HZSK HZSKKK-HZSKK
599 4 AC 法人企業在庫品評価調整額 10億円
598 4 DG.N 公的資本減耗 10億円
597 4 DH.N 民間住宅資本減耗 10億円
596 4 DP.N 民間企業設備資本減耗 10億円
595 4 D.N 民間・公的資本減耗合計 10億円
585 4 YP 個人所得 10億円
579 4 YDP 家計（支払）個人可処分所得 10億円
577 4 SI 社会保障負担 10億円
1141 4 DX DP+DH+DG
576 4 TP 個人直接税 10億円
575 4 HZSKKK 家計（受取）財産所得 10億円
574 4 YUH 家計（受取）営業余剰・混合所得 10億円
571 4 HZSKK 家計（支払）財産所得 10億円
561 4 TI 間接税 10億円
491 4 GDP.N 国内総生産 10億円
492 4 CP.N 民間最終消費支出 10億円
494 4 CG.N 政府最終消費支出 10億円
495 4 IH.N 民間住宅投資 10億円
496 4 IP.N 民間企業設備投資 10億円
497 4 IG.N 公的固定資本形成 10億円
498 4 JP.N 民間企業在庫投資 10億円
さて、推計する方程式は、以下の107本であ
る。特に、財政ブロックに関しては、歳出、歳
入の各項目の一部は政府の裁量によって決定可
能な外生変数となるケースもあるが、所得税、
法人税等は個人所得、法人企業所得等の関数と
考えるのが合理的である。消費税収入は、名目
民間消費支出、消費税率の関数であり、政府の
裁量の余地は少ない。歳出についても、例えば、
中小企業対策費は企業の売上げ、経常利益等の
減少関数であると想定するのが自然であろう。
一方、震災に伴う特別増税については、増税期
間に関して増税ダミー変数を導入してその波及
効果を観測する。
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1176 4 GDPGAPX GDPギャップ 比率
500 4 EXC.N 財貨・サービスの輸出 10億円
501 4 EXO.N 海外からの要素所得 10億円
502 4 MC.N 財貨・サービスの輸入 10億円
503 4 MO.N 海外への要素所得 10億円
504 4 GNP.N 国民総所得 10億円
505 4 GDP 実質国内総生産 2000年連鎖10億円
506 4 CP 実質民間最終消費支出 2000年連鎖10億円
508 4 CG 実質政府最終消費支出 2000年連鎖10億円
509 4 IH 実質民間住宅投資 2000年連鎖10億円
510 4 IP 実質民間企業設備投資 2000年連鎖10億円
511 4 IG 実質公的固定資本形成 2000年連鎖10億円
512 4 JP 実質民間企業在庫投資 2000年連鎖10億円
514 4 EXC 実質財貨・サービスの輸出 2000年連鎖10億円
516 4 MC 実質財貨・サービスの輸入 2000年連鎖10億円
518 4 GNP 実質国民総所得 2000年連鎖10億円
521 4 YW 雇用者報酬 10億円
522 4 YR 財産所得 10億円
525 4 YC 民間法人企業所得（配当受払後） 10億円
527 4 YU 個人企業所得（配当受払後） 10億円
528 4 Y 国民所得 10億円
529 4 YCB 民間法人企業所得（配当受払前） 10億円
530 4 TC 法人税 10億円
1061 8 BLCURN_F 国際収支 経常収支（円ベース）（新） 億円
664 6 ER 月間有効求人倍率 倍
663 6 LU 個人業主数 万人
662 6 LW 雇用者数 合計 万人
653 6 URATE 完全失業率 合計 %
652 6 U 完全失業者数 合計 万人
651 6 L 就業者数 合計 万人
692 7 IIP 鉱工業生産指数：鉱工業 2005＝100
891 9 CGPI 国内企業物価指数：総平均 2005＝100
903 9 CPI 消費者物価指数（全国）総平均 2005＝100
３．モデル
(１) 実質支出
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(２) 賃金・物価
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(３) 名目支出
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(４) 所得分配
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(５) 生産・労働
(６) 財政ブロック
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４．予測（１）
―――政府原案による復興政策
政府は10月７日に2011年度第３次補正予算と
東日本大震災の復興財源に関する基本方針を決
定した。補正予算規模は約12兆円であり、うち
9.1兆円を復興費としてインフラの整備等に当
てる見通しである。財源として、復興債を発行
し、その償還財源を７兆円の税外収入と歳出削
減で捻出しながら、9.2兆円の増税を実施する。
臨時増税となる①復興特別所得税、②復興特別
法人税および③復興特別たばこ税は、モデル中
で特別所得税ダミー、特別法人税ダミーおよび
特別たばこ税ダミーとして各租税関数に計上さ
れている。シミュレーション７においては、政
府の原案に基づいた所得税、法人税の直接税増
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復興費の具体的な費目と各年度の予算は、第
１～３次補正予算の総額より、次のように想定
した。まず第一に、2011年度の復興関連公共事
業費は、１兆7,065億円とし、これを当初予算
額に加えて当該年度の公共事業費の総額とした。
2012年度の同費目予算額は2010年度比で642億
円増とした。2015年度以降は公共事業費を５兆
円の規模に収束させると想定した。第二に、
2011年度の復興関連地方交付税交付金を１兆
7,840億円として、2012年度は2010年度並とし、
2016年度まで全国の地方交付税交付金を毎年
1,000億円ずつ減額するとした。第三に、以上
の二つに含まれない経費で国が負担する件につ
いて２兆3,773億円を2011年度中に計上し、2013
年度以降は2010年度並の規模に戻すとした。さ
らに、海外経済援助を2011年度には対前年度比
で2,000億円減額し、2012年度以降は4,800億円
の規模を維持するとした。
公債費は、2013年度にピークに達し、その後
は増税、各経費削減、政府資産売却等税外収入
により、2020年度にはピーク時の半分以下まで
削減するシナリオを想定した。予測結果は、付
録第１表以下の通りである。
政府の復興原案に沿った政策の特色は次の通
りである。まず第一に、直接税中心の増税政策
であるため、これを長期的に推進すれば、少子
高齢化が進む日本において納税者が年々勤労者
に偏り、年金暮らしの高齢者が優遇され、税負
担の公平性の観点から疑問が生じる。
第二に、近年日本企業は、アジア諸国の企業
と比較した技術的優位性の縮小、高賃金、円高、
国内の諸規制、高い公的負担などの理由により、
国内産業が空洞化しつつある。このような状況
で特別法人税を課せば、国内の日本企業はさら
なるコスト増により、景気が後退し、法人税が
大幅に減収となる可能性もある。シミュレーショ
ン８では、法人税に関しては増減税なしのシナ
リオを想定した。さらに、シミュレーション10
では、日本企業の活力を回復するため、国難の
時期にもかかわらず、減税の断行を想定した。
第三に、復興特別たばこ税の導入は、安定的
な財源として優れている。また仮に、政府原案
より大幅に高い特別たばこ税を導入した結果、
税率の上昇率を上回るほど販売数量が減少した
結果税収が減少しても、喫煙者の大幅な減少は
国民の成人病患者を顕著に減少させるとの予測
もあり、医療費も減少する結果、国民健康保険
の赤字が減少する可能性も否定できない。本研
究では、財政に対する副次的効果については論
究しないが、政府は国民に対して、たばこ税に
関する直接効果および副次的効果に関する国内
外の実証成果や予測をわかりやすく国民に説得
すべきである。
復興予算の規模は、政府予算額と比較しても
相当大きく、当初のGDP等のマクロ変数に及
ぼす効果は顕著であるが、その波及効果は長続
きしない。特に、2013年度から増税による復興
債の償還が始まることもあって、2010年代後半
の経済成長率はかろうじて水面上に顔が出る程
度のプラスであり、完全失業率は年々上昇する
ことになる。2010年代を通じて、原油をはじめ
とする資源価格も徐々に上昇し、為替レートも
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税案と公共事業等への歳出という復興モデルを
構築した。増税ダミー変数の係数は下記の政府
原案より想定した。
第１表
臨時増税 増税幅 想定収入 実施時期 実施各年度負担額 初年度負担額
復興特別所得税 4% 5.5兆円 2013年１月～2022年12月 5,500億円 1,375億円(2012年度)
復興特別法人税 10% 2.4兆円 2012年４月～2015年３月 8,000億円 8,000億円(2012年度)
復興特別たばこ税 1本1円 1.7兆円 2012年10月～2022年９月 1,700億円 850億円(2012年度 )
円安方向に転換すると想定しており、輸入材価
格の上昇等により、デフレは解消するが、総需
要が高まることによる需要インフレではなく、
供給サイドの上昇によるコストインフレの懸念
が生じる。資本ストックの稼働率は十分高いと
は云えず、失業率も高止まりの状態を予測して
いる。2010年代後半には、可処分所得の伸びよ
りも公的負担率の上昇率の方が高いため、民間
消費は低迷し、民間企業の設備投資は、2012年
度をピークにその後は減少傾向に転換する。
５．予測（２）
―――直接税増税と消費税増税を組み
合わせた財源による復興政策
シミュレーション指示ファイル８において、
消費税率については、2013年度から８％、さら
に2015年度には10％、2018年度には15％に引き
上げつつ、所得税特別増税の規模を第３次補正
予算原案の1／4程度に削減し、法人税特別増税
は見送るものとする。今後10年間に所得税およ
び法人税が原案と比較して6.5兆円程度減収と
なるが、消費税の増税額が2013年度以降、毎年
６～20兆円の増収となる。指示ファイル８の間
接税により大きなウェイトを置いた案の方が財
政赤字削減にいっそう貢献しつつ、平均経済成
長率が若干高く、2020年度のGDPも4.3兆円ほ
ど多くなる。シミュレーション７および８につ
いて、企業の設備投資(実質ベース)は2013年度
の8.9兆円がピークであり、前者の原案では法
人特別増税は2013年度から３年間であるが設備
投資減少の影響は2020年度以降にも及んで、特
別増税を想定しない後者の方が同年度の設備投
資額は3,000億円多くなる。
為替レート(円ドルレート)については、2011
年度現在が歴史的に最も高く、その後徐々に円
安方向に転換すると想定している。仮に現在の
円高が数年続き、またさらに円高が進行すれば
企業の海外進出が加速し、国内産業が空洞化す
る可能性も否定できない。仮に今後数年先に空
前の円高に突入し、その状態がしばらく続く間
に法人特別増税を実施すれば、予想を超える国
内産業の空洞化が発生する可能性も否定できな
い。新規企業の増加により、既存の企業が国内
から撤退しても十分な新規の雇用が発生すれば、
マクロ経済的には問題が生じない。しかし、最
近国内における企業の新規上場（IPO)の年間設
立件数が、ピーク時の１／10以下である。一方、
新規企業の上場廃止や倒産も目立つようになっ
た。増税を伴う復興計画だけでは、十分な雇用
を創出することはできない。
６．予測（３）
―――法人税減税と消費税増税を組み
合わせた財源による復興政策
シミュレーション指示ファイル10において、
2013年度に8％に、2015年度に10％に、2017年
度に15％に、また2019年度には20％に引き上げ
る政策を想定した。一方、法人税は国内企業の
国際競争力を強化すると同時に外資系企業の誘
致を促進するために、2015年度より年2,000億
円、2018年度より2,800億円減税するとした。
所得税特別増税については、シミュレーション
８と同様に、政府原案と比較して、課税額、課
税期間とも半分とした。以上の想定の下でシミュ
レーション予測の結果から次のような結果が得
られた。まず第一に、シミュレーション８とほ
ぼ同様に、2020年度における実質GDPは601億
円に達する上、2020年度には単年度の財政収支
が黒字に転換する。シミュレーション７(第３
次補正予算政府原案)に基づく予測では、同年
度でも財政収支は赤字である。
企業の設備投資についても、シミュレーショ
ン８および10については、震災後の復興需要と
減税による投資促進効果により、2014年度と
2018年度の２つのピークが観測され、2020年度
まで投資需要が大幅に低下しない。一方、政府
原案に基づく予測では、民間消費支出、設備投
資とも、伸び悩む。特に、設備投資に関して、
復興需要のピークが2012年度に到達した後、そ
の直後から法人税特別増税により減少の一途を
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たどることになる。
７．VAR財政モデルとインパルス反応関数
財政政策に関するVARモデルを利用するた
め、まず公的資本形成（四半期、実質ベース、
季節調整済み、IP）、GDP（四半期、実質ベー
ス、季節調整済み、GDP）、消費者物価指数
（四半期、総合指数、季節調整済み、CPI）およ
び失業率（四半期、季節調整済み、URATE）の
各変数の単位根検定を実施する。ADF検定ま
たはPhillips-Perron検定等を利用して、各変
数が単位根を持つという仮説が棄却されれば、
定常VARモデルによる政策変数の攪乱的ショッ
クの波及効果としてインパルス反応関数を観測
する。
各変数が単位根を持つという仮説が棄却され
なければ、次のステップに移行して各変数間の
共和分検定を実行する。共和分検定では、
Johansen検定またはEngle-Granger検定を活
用する。共和分関係にない変数については、階
差ＶＡＲモデルを利用してインパルス反応関数
を確認する。変数間に共和分関係がないという
仮説が棄却できなければ、VECモデルを活用
して、インパルス反応関数を観測する。以下で
は、IPの攪乱的ショックがGDPに及ぼす波及
効果を中心に観測する。
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第２表
Null Hypothesis: GDP_ has a unit root Null Hypothesis: IG_ has a unit root
Exogenous: Constant Exogenous: Constant
Lag Length: 0 (Automatic - based on SIC, maxlag=13) Lag Length: 0 (Automatic - based on SIC, maxlag=13)
t-Statistic Prob.* t-Statistic Prob.*
Augmented Dickey-Fuller test statistic -2.454322 0.1287 Augmented Dickey-Fuller test statistic -1.739142 0.4097
Test critical values: 1% level -3.469933 Test critical values: 1% level -3.469933
5% level -2.878829 5% level -2.878829
10% level -2.576067 10% level -2.576067
*MacKinnon (1996) one-sided p-values. *MacKinnon (1996) one-sided p-values.
Augmented Dickey-Fuller Test Equation Augmented Dickey-Fuller Test Equation
Dependent Variable: D(GDP_) Dependent Variable: D(IG_)
Method: Least Squares Method: Least Squares
Date: 01/11/12 Time: 02:41 Date: 01/11/12 Time: 06:15
Sample (adjusted): 1970Q2 2011Q3 Sample (adjusted): 1970Q2 2011Q3
Included observations: 166 after adjustments Included observations: 166 after adjustments
Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob. Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.
GDP_(-1) -0.007363 0.003 -2.454322 0.0152 IG_(-1) -0.022848 0.013138 -1.739142 0.0839
C 4792.004 1195.5 4.008369 0.0001 C 667.2491 371.188 1.797604 0.0741
R-squared 0.035429 Mean dependent var 1965.056 R-squared 0.018109 Mean dependent var 40.87491
Adjusted R-squared 0.029547 S.D. dependent var 4187.649 Adjusted R-squared 0.012122 S.D. dependent var 1164.021
S.E. of regression 4125.319 Akaike info criterion 19.49965 S.E. of regression 1156.944 Akaike info criterion 16.95693
Sum squared resid 2.79E+09 Schwarz criterion 19.53714 Sum squared resid 2.20E+08 Schwarz criterion 16.99442
Log likelihood -1616.471 Hannan-Quinn criter. 19.51487 Log likelihood -1405.425 Hannan-Quinn criter. 16.97215
F-statistic 6.023697 Durbin-Watson stat 1.637609 F-statistic 3.024615 Durbin-Watson stat 1.895501
Prob(F-statistic) 0.01516 Prob(F-statistic) 0.083886
ADF検定により、各変数に単位根が存在しな
いという仮説を棄却できないので、各変数間の
共和分検定を実施する。共和分検定については、
Johansen検定を選択した。以下の結果より、
共和分関係は棄却されるので、階差VARモデ
ルによりインパルス反応分析に進む。
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第３表
IPおよびGDPの階差の攪乱項ショックが自
己および他変数の及ぼすショックは、比較的長
い期間持続する結果となる。ただし、IP階差
のショックがGDPに及ぼす絶対的な効果は、
他の関係よりも小さい。四半期ベースのＶＡＲ
モデル分析によれば、IPおよびIGの攪乱がGD
Pに及ぼす絶対的な効果は、成長率を大きく押
し上げるほど期待できない。
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第１図
８．結びに換えて
第３次補正予算政府原案に基づく復興財源で
は、消費税増税を中心とする財源案と比較して、
まず第一に、今後10年間の経済成長率が低い。
第二に、10年の長期にわたって財源を検討する
に当たって、労働力人口が減少することも想定
すれば、所得税中心の増税案では勤労者と退職
者および低所得者との間で、負担の不公平感が
拡大する。第三に、直接税中心の増税では十分
な財源が確保できず、2020年度になっても単年
度財政収支が黒字に転換できない。この事態は、
将来の年金改革でも足かせになる。以上の結果
から、直接税中心の復興財源確保より、消費税
引き上げを中心とする財源確保の方が、高い経
済成長率と早期の単年度財政収支への転換とい
う目標を同時に達成することが容易である。
さらに、シミュレーション７のように税収が
伸び悩めば、政府は財源確保のために、一層税
外収入に依存しなければならない。税外収入の
中心は、政府保有分のJT株式売却であり、さ
らに日本郵政を上場した上で株式を売却するこ
とも選択肢の一つとしては排除していない。し
かし、株式の売却には国民と政府にとってリス
クを伴う。取引が低迷している現在の日本の株
式市場では、政府の保有株式が大量に市中に放
出されれば、株式市場全体が供給過剰になり、
放出された株式は予定価格では売却できず、売
却に伴う歳入は予測を下回ることになる。歳入
不足は、後に増税でまかなうことになる。一方、
仮に株式市場が活性化して、予想以上に高値で
政府保有株式が売却されれば、政府の歳入は予
想以上になるが、株式を購入した国民が高値で
買わされたことになり、実質的には政府資産売
却による国民への増税となる。
ただし、復興財源の項目に関するウェイトの
選択に関する租税政策だけでは、年金財源の確
保も射程に含めれば、不十分である。マクロ的
な供給サイドについては、現実のGDPより潜
在GDPの方が趨勢的に高止まりしており、生
産要素が過剰な状態にある。したがって、従来
型の産業構造を変更せずに成長政策を実行して
もGDPギャップが解消されない。上記の復興
特別増税も新しい産業構造への転換と併せて実
行すべきである。成長すべき新規産業は、新興
国企業がキャッチアップできない高度な技術と
長い懐妊期間など大きなリスクを伴う分野であ
る。新興企業の他、国内の既存の企業でも新規
事業部門として参入しやすいインセンティブを
高めれば、産業構造の転換に伴って幅広い分野
の労働需要が拡大することになる。財源のウェ
イトの置き方を変更するだけでは、平均成長率
等に多少に違いは測定できたものの、失業率が
いずれのケースでも同程度に高まることが予測
されることから、産業構造の転換、雇用の確保、
財政健全化、年金財源の確保という目標は、日
本の新しい成長戦略に含めて同時に達成する必
要がある。財政健全化の租税政策以外の研究は、
今後の課題としたい。
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付録１
財政変数一覧
番号 変数名 日本語名 単位 開始期 終了期
1142 ANEPSS 決算 主要事項名 社会保障関係 10億円 1965 2010
1143 ANEPED 決算 主要事項名 文教及び科学振興 10億円 1965 2010
1144 ANEPND 決算 主要事項名 国債費 10億円 1965 2010
1145 ANEPPS 決算 主要事項名 恩給 10億円 1965 2010
1146 ANEPLF 決算 主要事項名 地方交付税交付金 10億円 1965 2010
1147 ANEPDF 決算 主要事項名 防衛 10億円 1965 2010
1148 ANEPPW 決算 主要事項名 公共事業 10億円 1965 2010
1149 ANEPEC 決算 主要事項名 経済協力 10億円 1965 2010
1150 ANEPME 決算 主要事項名 中小企業対策 10億円 1965 2010
1151 ANEPEG 決算 主要事項名 エネルギー 10億円 1965 2010
1152 ANEPFD 決算 主要事項名 食糧管理 10億円 1965 2010
1153 ANEPOT 決算 主要事項名 その他 10億円 1965 2010
1154 LTNDBOB 長期国債及び借入金残高 10億円 1970 2010
1155 GOVTGUB 政府保証債残高 10億円 1970 2010
1156 TXG 国税収入 総額 10億円 1970 2010
1157 TXI 国税収入 所得税 10億円 1970 2010
1158 TXC 国税収入 法人税 10億円 1970 2010
1159 ANEP_SUM 決算 主要事項名 その他 10億円 1965 2010
1160 GOVBUDGETR 決算 歳出合計 100万円 1965 2010
1161 GOVREVOTH 決算 その他政府収入 100万円 1965 2010
1162 TAX_SUM 決算 租税収入合計 100万円 1965 2010
1163 TAX_REV 決算 租税収入 100万円 1965 2010
1165 TAX_P 所得税 100万円 1982 2010
1166 TAX_C 法人税 100万円 1982 2010
1167 TAX_LP 地価税 100万円 1982 2010
1168 TAX_CONS 消費税 100万円 1982 2010
1169 TAX_OTHERS その他税収 100万円 1982 2010
1170 YH_TXB 1982 2010
1171 TAXB_RAT 租税負担率 % 1982 2010
1172 TAX_P1 所得税源泉徴収 100万円 1982 2010
1173 TAX_P2 所得税申告 100万円 1982 2010
1174 GOVR_SENB 専売公社納付金 100万円 1982 2010
1175 GOV_BON 公債金 100万円 1982 2010
1176 GDPGAPX GDPギャップ 比率 1971 2010
1177 ANEPSUM 億円 1965 2010
1178 ANEPGAP ANEPEXSUM-ANEPSUM 億円 1965 2010
1179 ANEPEXSUM 億円 1965 2010
1180 TAX_TOBC 1982 2010
1181 TAX_OTHERS2 1982 2010
1182 TAXCDUM 租税ダミー 1または0 1965 2010
1183 DUMTAX_C 法人税ダミー 1または0 1965 2010
1184 TCDUM 法人税増税ダミー 100万円 1965 2010
1185 TBCDUM たばこ税増税特別ダミー 100万円 1965 2010
1186 DUM_TPINC 所得税特別増税ダミー 100万円 1965 2010
1187 DUM_TBC たばこ税特別増税ダミー 100万円 1965 2010
1188 DUM_APW 復興公共事業ダミー 10億円 1965 2010
1189 DUM_U 失業者数ダミー 万人 1965 2010
1190 DUM_KP 資本ストックダミー 10億円 1965 2010
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